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2012人事院勧告、俸給表・一時金の改定見送り
－高年齢層職員の昇給・昇格の制度改正を勧告・報告－
　人事院は本日（８月８日）午後１時、内閣総理大臣と衆・参両院議長に、2012年の給与改定等に係る勧告および報告を行いました。
　今年の給与勧告等のポイントについては以下のとおり。
○　給与勧告のポイント
	　①　臨時特例の給与減額が行われているという例年にない状況の下、減額前の較差を算出し併せて減額後の較差も算出
②　月例給は減額前の官民格差が小さく水準改定なし
③　一時金は民間と均衡しており改定なし
④　昇給制度を見直し、55歳を超える職員は標準の成績では昇給停止


　今回の人事院勧告に対して、公務員連絡会は「給与改定・臨時特例法に基づく減額措置が実施され、民間給与を7.67％下回っているもとにおいて、改定見送りを判断したことは当然のこと」「高齢層職員の昇給・昇格制度の見直しは、来年１月から、拙速かつ一方的に強行しようとするものであり、遺憾なことと」とした声明を発表しました。そして、「国公給与が2014年３月までは平均7.8％の臨時特例減額が実施されていることから、政府に対しては、これを踏まえた対応を求める」と決意を明らかにしました。
また、自治労も公務員連絡会と同様な見解を示し、2012自治体確定闘争においては、月例給与の水準維持と一時金支給月数の確保を基本に、国家公務員の給与減額の波及阻止、2006給与構造改革における現給保障の継続、退職手当制度の見直しにおける十分な経過措置の確保、共済年金職域部分廃止後の新たな制度の実現、段階的定年延長を基本に雇用と年金の確実な接続の実現にむけて、総務省、人事委員会、自治体交渉を強化するとの決意を示しています。
こうした声明を踏まえて、全単組・総支部においては、すでに発出した闘争指令に基づき、勧告日翌日の８月９日（木）には、第２次全国統一行動（時間外報告集会）を実施し、人事院勧告の概要の報告と昇給・昇格制度見直しに対する抗議を行うこととしますので、全組合員の結集をお願いします。
【人事院勧告関係資料の送付】
	このＦＡＸ情報では各地方本部・単組・総支部に対しては、以下の資料を送信しています。
①　2012人事院勧告の概要（道本部作成・１枚）
②　自治労声明（２枚）
③　公務員連絡会声明（２枚）
④　給与勧告の骨子（人事院作成・２枚）
⑤　国家公務員制度改革等に関する報告の骨子（人事院作成・２枚）
⑥　給与勧告の仕組みと勧告のポイント（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑦　人事院総裁談話（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
※　「勧告および報告本文」については、道本部ＨＰに掲載します。
　以上の資料は、解禁後すべて道本部ホームページでご覧になれます。
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